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日・米・中の管理職の働き方
――ジョブ型雇用を目指す日本企業への示唆

本稿では，リクルートワークス研究所が実施した「五カ国マネジャー調査」「五カ国リレー
ション調査」を用いて，日本，アメリカ，中国の三カ国の管理職の働き方を比較分析した。
日本では，管理職の役割は曖昧だが，業務の不確実性への対処力が高い。管理職と部下の
働き方は似ており，管理職は経営よりも従業員の一員であると認識している。また，会社
に対する忠誠心は低いが，離脱オプションはもっていない。ジョブ型雇用のアメリカでは，
管理職の役割が明確で，突発的な仕事は少ないが，日本よりも仕事におけるリスクをとる
傾向がある。ほとんどの項目で，日本とアメリカは正反対の結果であった。中国は管理
職の職務は明確だが，項目により日本に近いものとアメリカに近いものがあった。また，
アメリカや中国では職務内容が明確な管理職は，会社に対する忠誠心が高く，離職意向は
低いのに対し，日本だけは離職意向が高かった。これらの結果から，ジョブ型雇用の導入
では，職務記述書の整備はスタートでしかなく，その後にマネジメントを進化させること
が不可欠といえる。その一方で，ジョブ型雇用は日本の労働市場において労働移動を活性
化する可能性も示唆された。
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って，個人も企業も成長のスピードが問われる時
代になった。環境変化に順応するために，いまや
世界中の企業がマネジメントのさらなる進化を模
索している。日本企業においても，伝統的な雇用
システムの機能不全が相次いで露呈し，成果主義
の導入や賃金制度の見直しなどが行われてきた。
近年では，働き方改革の急激な推進に続き，ジョ
ブ型雇用への関心も高まっている 1）。

ジョブ型雇用とは，職務の内容を定めて雇用契
約を結ぶことである（濱口 2009）。すでに日本企
業のなかにも，ジョブ型雇用を導入するために職
務記述書の整備や，ジョブ型社員の選定に着手
し，管理職から優先して人事制度を変更する動き
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が出てきている 2）。マネジメントのカギを握る管
理職は，ジョブ型雇用のもとでどのような事態に
直面するのか。その導入の成否を考える上で，ジ
ョブ型雇用の国々と日本の管理職のマネジメント
行動について比較研究することは極めて有益であ
る。

そこで，本稿では，リクルートワークス研究所
の 2 つの調査「五カ国マネジャー調査」（2014 年）
と「五カ国リレーション調査」（2020 年）の両方
の調査対象国である，日本，アメリカ，中国にお
ける管理職の働き方を考察する。

アメリカはジョブ型雇用が浸透している代表的
な国で，職務ベースで個別契約を交わす慣行があ
る（Marsden 1999，中村 2020a）。中国企業は経済
成長にともない，企業経営やマネジメント手法が
発展途上にあるものの（Ulrich et al. 2013），ジョ
ブ型雇用が観察される（都留・守島 2012）。アメ
リカと中国で共通し日本だけが異なる事象は，ジ
ョブ型雇用の特徴と考えられ，日本企業がジョブ
型雇用を導入する際の障壁や留意点になるだろ
う。そこで本稿では，三カ国の管理職の働き方を
比較した後，日本企業のジョブ型雇用導入に対す
るインプリケーションを論じる。

Ⅱ　先 行 研 究

１　マネジメント行動

管理職の仕事に関する古典的な文献である
Mintzberg（1973）は，5 人の経営者を参与観察
して，その役割を 3 つに領域に分類している。具
体的には，対人関係，情報，意思決定に関する
役割である。これらは分離不可能な統合された行
動であり，その下位に 10 の役割が提示されてい
る3）。Kotter（1982）は，事業部長クラス 15 人に
対するインタビューと参与観察，および，同僚へ
のインタビューや職務記述書の分析を通して，管
理職の 2 つの類似点として，アジェンダ設定と
ネットワーク作りを挙げている 4）。

その後，Kotter の関心は，変革を実現するた
めのリーダー行動へと移り，管理者行動論はリー
ダーシップ論へと変化していく 5）（Kotter 1999）。

そのベースには，コンティンジェンシー理論があ
る。つまり，リーダーシップの有効性は，リー
ダーのおかれた環境によって異なるという考え
方である。一例として，変化や不確実性に対応
する変革型リーダーシップの探索がある。金井

（1991）は，47 社，1231 課から収集したデータを
用いて，戦略・革新志向の管理職の行動を 11 次
元に集約している 6）。その上位次元として，広義
の人間志向のリーダー行動，広義のタスク志向の
リーダー行動，対外的活動を挙げており，タスク
不確実性（業務遂行上の不十分な情報）が高く，タ
スク依存性（他部署との連携）が高いほどこれら
の行動をより高度に取ることを示している。

これらの研究は，管理者行動の類型化，役割概
念の一般化に成功すると同時に，管理職のおかれ
た環境によって，その発揮すべき役割が異なるこ
とを示唆している 7）。その意味において，国によ
る制度や文化の違いを探索する国際比較研究は，
管理職の役割を理解する上で有用である 8）。

２　国際比較

有名な国際比較研究である Hofstede（1991）
は，IBM 社の世界各国の従業員を調査して，権
力格差の大小，集団主義－個人主義の差，男性ら
しさ－女性らしさの差，不確実性の回避の 4 次
元で文化や価値観の違いを明らかにしている 9）。
House et al.（2004） は，62 カ 国，1 万 7300 人
の管理職を調査して，10 の文化圏と 6 つのリー
ダーシップ（業績志向型，チーム志向型，参加型，
人間型，自律型自己防衛型）の組み合わせを提示し
ている。また，正直さ，計画性，部下をやる気に
させる，チームづくりの 4 項目は，国を問わず，
普遍的に評価される管理者行動であることが示さ
れている（Javidan et al. 2006）。近年では，Reiche 
et al.（2014）が 18 カ国の管理職と部下のデータ
から，集団主義が低いか中程度の場合にのみ，管
理職の部下に対する感情的信頼が，部下の組織市
民行動と管理職の信頼できる行動を仲立ちするこ
とを示している。

これらの研究は，管理職の行動の類型化，環境
要因との組み合わせ，あるいは，管理職のコンピ
テンシーを探索するものであり，国や地域によっ
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て，制度や文化が異なるため，唯一で最善なマネ
ジメントを見出しにくいことを示唆している。い
いかえれば，企業におけるマネジメントは，それ
ぞれの国内事情を反映した個別性を帯びながら，
国際的には，その多様性の間での競争が行われて
いるといえる 10）。

Ⅲ　デ ー タ

本稿の分析は，二つの調査データに依拠してい
る。一つは，リクルートワークス研究所が 2014
年 9 ～ 10 月に実施した「五カ国マネジャー調査」

（リクルートワークス研究所 2015）である 11）。マネ
ジメントの実態を比較する目的で，管理職の勤
め先の企業規模や所属部署を限定しており，各
国の従業員 100 人以上の企業に勤務し，アドミ
ニストレーション（人事，総務ほか）または，営
業・販売部門に所属する，勤続 1 年以上の部長
職相当，または，課長職相当のマネジャーを対
象とした，オンライン調査である 12）。回答者数
は，日本 381 人，アメリカ 295 人，中国 308 人で
ある。割付回収ではなく，自然回収としたため，
属性にばらつきがある点に留意する必要がある。
例えば，日本の管理職のほとんどが男性（96.0％）
で大卒（91.3％）である。平均年齢も高い（課長
49.0 歳，部長 52.4 歳）。アメリカはやや課長が多く

（79.3％），女性比率が高く（64.7％），大学院卒が
約 3 割を占める。中国は，平均年齢が 35 歳と若
く，民間（内資）比率が低い（34.4％）。

もう一つは，リクルートワークス研究所が

2020 年に実施した「五カ国リレーション調査」
である 13）。この調査は，家族や職場の人間関係，
雇用契約などの企業との関係性の実態の把握を目
的として，民間企業に雇用されて働く，大卒以上
の 30 代，40 代を対象としている。2019 年 12 月
～ 2020 年 1 月にオンラインで調査が行われた。
有効回答総数 2663 名のうち，本稿では，管理職

（課長級から部長級）に限定して，日本 100 人，ア
メリカ 384 人，中国 393 人を分析対象とする。属
性をみると，管理職の男性比率は，日本 80.0％，
アメリカ 54.2％，中国 59.0％であり，日本は，大
卒が 84.0％であるのに対して，アメリカと中国
は，大学院卒がそれぞれ 53.4％，51.9％を占めて
いる。

Ⅳ　管理職の働き方

１　管理職の状況

まず，管理職の置かれた状況を確認しておこ
う。「五カ国マネジャー調査」によると，マネジ
メントする組織のサイズである部下の人数（中央
値）は，日本 4.0 人，アメリカ 4.5 人，中国 17.5
人である 14）。日本やアメリカでは，組織運営の
効率化が組織のダウンサイジングとなって表れ
ている。部下なし管理職率は，中国は 6.2％だが，
日本は 20.2％，アメリカ 14.6％であり，日本とア
メリカでは管理職のプレイヤー化も進んでいる。

1 日あたりの労働時間をみると（図 1），10 時間
以上働く割合は，日本の課長で 36.9％，アメリカ
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出所：リクルートワークス研究所（2015）図表 3-3 より一部を抜粋。
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の課長で 35.9％であり，どちらも長時間労働の傾
向がある。しかし，10 時間以上働く部下の割合
をみると，日本では 28.5％であるのに対して，ア
メリカは 9.5％である。労働時間の分布だけで断
言はできないが，アメリカでは，管理職と部下
は，職階に基づいて，仕事と働き方に違いがある
のに対して，日本では，長時間労働をともにする
管理職と部下が，同質的で相似形の働き方をして
いると推察される。

２　仕事の内訳

次に，管理職はどの業務にどのくらいの労
力を費やしているのか見ていこう。Mintzberg

（1973），金井（1991），白石（2008）を踏まえた上
で，「五カ国マネジャー調査」では，調査回答者
の負担軽減と，回答結果の操作性の観点から，管
理職の仕事を 5 つに分類している。

まず，「組織運営」には，仕事の割り振りや進
捗状況の管理，予算の管理，組織の戦略設計が
含まれる。「部下マネジメント」は，部下の育
成，評価，モチベーション維持，「情報伝達・共
有」は，重要な経営情報を現場に伝えたり，経営
運営に必要な現場情報を経営層に伝えたりする，
メンバー間での情報共有，と定義される。「プレ
イヤー」は，マネジャー自身が業績目標を担って
いる業務の遂行である。最後に，「その他の業務」
には，伝票処理などの雑務とコンプライアンスな
どの組織維持のために発生する業務が含まれる。

各国の管理職の業務割合は，図 2 の通りであ

る。労働時間全体を 100 とした場合に，上述の
5 つの仕事にどのくらいの割合の時間をかけてい
るかが示されている。極端に仕事配分が異なる国
はない。相対的にみると，中国，日本はプレイ
ヤー，アメリカは部下マネジメントにかける時間
の割合が高い。

日本と中国の管理職は，業務時間の配分は似て
いる。ただし，日本の課長のプレイヤー業務の比
率は 39.0％と高い。アメリカは，相対的にみて，
部下マネジメントや情報伝達の業務割合が大き
い。アメリカでは，個別契約性が高く，人事権を
当該管理職が握っているケースも多い。部下にと
って上司とのコミュニケーションは雇用維持の面
で真剣な場であり，管理職もまた，組織的な業務
遂行のために，部下マネジメントに意識的に時間
をかけるのだろう。

Ⅴ　仕事の特徴

１　役割の明確さ

続いて，管理職のマネジメント行動について確
認する。管理職の行動は役割期待や職務設計によ
って規定される。「五カ国リレーション調査」に
よれば，管理職が詳細な職務内容を書面もしくは
口頭で説明された割合は，日本が 36.0％であるの
に対して，アメリカ 89.3％，中国 87.3％である。

「海外はジョブ型雇用，日本はメンバーシップ型
雇用」をまさに裏付ける結果となっている。
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管理職の役割の明確さやマネジメントにおける
成果について，仕事や職場の特徴に関して「自分
が果たすべき役割が明確である」「反響がある，
数値で確認できるなど，仕事の成果が把握しやす
い」という「五カ国マネジャー調査」の 2 つの設
問で把握できる（図 3）15）。それによると，日本は
役割が不明確で，管理職の仕事の成果が把握しに
くいことがわかる。

２　業務の不確実性

管理職のマネジメント行動は，タスク特性（タ
スクが確実か不確実か）の違いにも左右される。
不確実性が高いほど，例外処理への対応に迫られ
る。そこで「突発的な業務が生じることが頻繁に
ある（逆転尺度）」「前例やマニュアルに従う定型
的な仕事が多い」の 2 つの質問から，業務の定型
性を表す指標を作成した（図 4-左）。アメリカは，
定型的な業務が比較的多いが，日本や中国では，
非定型業務が多く，業務の不確実性が高い。小池

（2005）は，日本的雇用における熟練の強みは変
化と異常への対応だと指摘する。昇進の遅い日本
では，一定の経験を通じた人材が管理職に登用さ
れているため，不確実性への対処が高いことは先
行研究とも整合的である。

Zaleznik（1977）は，管理職（マネジャー）は課
題解決者でいかにことを成し遂げるかを考える
が，リーダーは問題創出者でリスクをとると定義
する。そこで，リスクに対する態度をみると（図
4- 右），アメリカはリスク愛好的であり，日本は
リスク回避的な傾向が強いことがわかる。

まとめると，日本では，管理職の職務範囲を曖
昧にしておくことによって，業務上で生じた不確
実性への柔軟な対応を可能にしている。その一方
で，日本の管理職はリスクに対しては回避的で，
一定の範囲内の不確実性にのみ対処している。

アメリカでは，想定される不確実性に対する業
務を言語化して職務記述書に記載することで，業
務の不確実性を抑えていると考えられる。しか
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し，管理職はリスク愛好的でもある。アメリカで
は，個別の労働契約の下，職務記述書に基づいて
業務を遂行し，それに対する明確な評価を求める
ため，成果を追求してリスクをとることもあるの
だろう。

中国は，管理職の役割は明確なものの，突発的
な業務が少なくない。これは，業務内容の言語化
が発展途上で，職務記述書に反映しきれていない
ためだろう。

３　部下のマネジメント

部下に対する指示の仕方をみると（図 5-左），
日本・アメリカ・中国の管理職には大きな違いが
ないことがわかる。どちらかといえば，日本やア
メリカの管理職は部下の裁量に委ねるのに対し，
中国では部下に具体的なやり方を指示する。

Kotter（1999）によれば，管理職（マネジャー）
には，方向性を示し，モチベーションを高める
リーダーシップが求められるという。これに関連
して，図 5-右をみると，日本と中国は，部下の
意欲を高めるマネジメントであり，指示内容が腹
落ちしないと部下は動いてくれないと推察され
る。アメリカは，部下の能力を高めるマネジメン
トで，職務と紐づいたストレッチ目標を設定して
いるといえる。
「五カ国マネジャー調査」では，管理職の理想

像に関する自由記述の回答も得ている。それによ
ると，日本は，「率先垂範し，難題に向かってい
く姿勢を部下に見せる」「自分がいなくても仕事
が回る状態を理想とするが，万一の時は，責任は
自分がとる」という理想像を挙げている。次に，

アメリカの管理職は，部下の成長を促して，「部
下に自信をもたせる」こと，誰に対しても「公平
で誠実である」ことが大切だと考えている。アメ
リカにおける雇用契約の個別性は，上司がすべて
の部下と公平にコミュニケーションを図ることで
担保されているといえる。最後に，中国は，「人
格で治める」タイプの管理職を理想とする。人格
的魅力で人を惹きつけて「人徳で人心を承服させ
る」。オープンで細かいことにこだわらない人格
と気迫，寛容さを備えた大

たい

人
じん

でなければ，部下が
ついてこないということだろう。

以上から，日本の管理職は，部下の意欲を重視
し，裁量を委ね，自らは率先垂範していこうとす
る。総じて，日本は言葉で伝えるのではなく，背
中で伝えるコミュニケーションになっている。一
方，アメリカの管理職は，部下の能力を高めるこ
とに熱心である。ジョブ型雇用のアメリカは，職
務記述書にスキル要件を示し，部下の職務能力を
買って雇用するが，その後も仕事の成果をあげる
ために能力の向上に努めているのだろう。中国の
管理職は，部下の意欲を高めつつ，仕事の具体的
な指示も行う。成長市場のもとでは，熱心に働け
ば業績もあがりやすいため，中国の管理職には人
格と動機付け，部下への指導というマネジメント
の王道が求められているのだろう。

Ⅵ　管理職と会社の関係性

１　経営との距離

ここまでは管理職の置かれた状況と仕事内容に
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出所：リクルートワークス研究所（2015）図表 2-2 より一部を抜粋。

図５　部下マネジメントのやり方



論　文　日・米・中の管理職の働き方

No. 725/December 2020 25

ついてみてきたが，ここから管理職の意識につい
て確認していく。

まず，管理職と会社との距離感をまとめたの
が表 1 である。日本の管理職は，「従業員の一人
である」と認識している割合が 50.6％と，アメリ
カ 22.4％や中国 29.5％より相当に高い。対して，

「経営の一員である」は，日本は 49.4％しかない
が，アメリカ 77.6％，中国 70.5％となっている。
図 1 の労働時間の分布において，日本は管理職と
部下の働き方が相似しており，図 2 の仕事の割合
においては，日本の部長はプレイヤーの割合が際
立って高いことから，日本企業の管理職は，アメ
リカや中国と違い，経営よりも従業員寄りの存在
である。

日本の管理職の特殊性は，部下への情報伝達・
共有でもあらわれる（図 6）。日本の管理職は，経
営情報をできるだけ部下に開示するのに対し，ア
メリカや中国では限られた人にしか開示しない。

アメリカや中国は管理職も部下も，仕事の役割が
明確なため，職務に必要な情報のみが共有される
のに対し，職務の境界が曖昧な日本で成果をあげ
るためには，仕事に関連する情報を広く知り，裁
量をいかして主体的に働く必要があるからだろ
う。

また，アメリカや中国のように管理職が部下と
は立場が異なると認識している場合と，日本の管
理職のように部下に近い位置づけだと認識してい
る場合では（表 1），経営情報に対する受け止め方
や共有の範囲に差がでるのは自然である。

２　会社との一体感

再び表 1 に戻ろう。日本は「会社に対しては
心理的な距離を置いている」割合が 50.3％と大き
い。これに対して，アメリカや中国の割合は，そ
れぞれ 21.4％，12.0％と小さい。海外では，雇用
契約の段階から，職務内容に対する強いコミット

表 1　管理職の働き方に対する意識
（単位：％）

あてはまる働き方

日本 アメリカ 中国

A 自分は経営の一員である 49.4 77.6 70.5

B 自分は従業員の一人である 50.6 22.4 29.5

A 会社に対して心理的な一体感を感じている 49.7 78.6 88.0

B 会社に対しては心理的な距離をおいている 50.3 21.4 12.0

A 3 年後のキャリアをイメージできる 57.1 73.2 84.7

B 3 年後のキャリアをイメージできない 42.9 26.8 15.3

注：各項目に対して「A に近い」から「B に近い」の 4 段階で得た回答を「A 寄り」「B 寄り」に二分した。
出所：リクルートワークス研究所（2015）図表 6-1 より一部を抜粋。
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図６　部下への情報伝達

出所：リクルートワークス研究所（2015）図表 5-2 より一部を抜粋。
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メントが求められる。会社の方針を十分に理解
し，職務を遂行し，評価を受けることで，会社に
対する一体感が醸成される。昇進が難しければ，
離脱オプション（転職）を選択する。そこには，
プロフェッショナルのキャリアにおける，会社と
の健全な緊張感がうかがえる。

一方，日本の管理職は，いわゆるメンバーシッ
プ型の雇用契約により，職務が柔軟に変更できる
ため，アップ・オア・アウト（昇進できなければ
転職する）のプレッシャーがなく，昇進のトラッ
クから外れても社内に留まることができる。この
ことが，日本の管理職と会社との心理的距離を生
んでいる可能性がある 16）。また，会社命令の異
動を受容するマインドセットができており，キャ
リアを自律的に考えることが難しい。実際に，日
本の管理職は「3 年後のキャリアをイメージでき
る」は 57.1％と低い（表 1）。

３　管理職の離脱オプション

実際，「五カ国リレーション調査」によれば，
日本とアメリカ，中国では，管理職が離脱オプシ
ョンを行使できるかに大きな差異がある（表 2）。

まず，「今の会社を辞めたい」という離職意
向の 5 件法の平均値は，日本 2.7，アメリカ 2.8，
中国 3.0 と三カ国で大きな開きはない。しかし，

「突然会社を辞めることになっても，希望の仕事
につける」という離脱オプションの平均値は，ア
メリカ 3.9，中国 4.0 のところ，日本の管理職は
3.0 しかなく，日本だけが顕著に転職が難しい。

会社への忠誠に関するスコア（最大 15）17）も，
アメリカ 11.5，中国 12.1 のところ，日本の管理
職は 9.1 に留まっている。つまり，日本では会社
への忠誠心は低いにもかかわらず，辞めたいとは
思わず，もしくは，辞めたいとは思えず，会社に
留まっているのである。かといって，会社と労働
条件について交渉している割合も日本は 0.4 と，
アメリカ 0.8，中国 1.0 よりも低い。外部労働市
場が発達しているアメリカや中国では，管理職と
会社が相思相愛でなければ雇用契約関係が解消さ
れるのに対し，日本では経営に不満があったとし
ても，転職できず，声もあげず，漫然と居続ける
ということが起こりうるのである。

Hirschman（1970） の 離 脱 - 発 言 - 忠 誠 理 論
では主に，離脱できるのに離脱しなかった個人
が，忠誠心を発揮し，発言する様子が描かれてい
る。しかし，日本で起きているのは，離脱できな
いまま忠誠心を失い，発言もしない事態である。
離脱可能性の欠如により，日本では Hirschman

（1970）が想定していた個人と組織のダイナミク
スが機能していないのである。

Ⅶ　職務の明確さによる違い

続いて，日本企業のジョブ型雇用転換への示唆
を得るために，職務の明確さによる三カ国の違い
を確認する。表 2 において「職務が明確」とは，
今の仕事を始めるときに「職務記述書を受け取っ
た」もしくは「詳細な職務内容の説明を口頭で受

表 2　管理職の忠誠と離職意向

日本 アメリカ 中国

職務 職務 職務

明確 曖昧 明確 曖昧 明確 曖昧

離職意向（今の会社を辞めたい，全くそうではない =1 ～全くそ
の通りである =5）

2.7 3.2 2.5 2.8 2.7 3.3 3.0 2.9 3.1

離脱オプション（突然会社を辞めることになっても，希望の仕事
につける，そう思わない＝ 1 ～そう思う＝ 5）

3.0 3.3 2.8 3.9 3.9 3.6 4.0 4.0 3.8

忠誠（エンゲイジメント，コミットメント，アイデンティフィケ
ーションの合計 3 ～ 15）

9.1 9.6 8.8 11.5 11.6 10.7 12.1 12.2 11.7

条件交渉（交渉した＝ 1，特にない＝ 0） 0.4 0.7 0.3 0.8 0.8 0.5 1.0 1.0 0.9

回答者数（人） 100 36 64 384 342 41 393 343 50

出所：リクルートワークス研究所（2020）より筆者が作成。



論　文　日・米・中の管理職の働き方

No. 725/December 2020 27

けた」者であり，「職務が曖昧」とは，そのよう
な手続きがなかった者である。

まず，会社への忠誠心は，日本，アメリカ，中
国いずれも，職務が明確な管理職のほうが，職務
が曖昧な管理職もよりも高い。会社を辞めること
になっても，希望の仕事につけるという離脱オプ
ションも，職務が明確な管理職のほうが有してい
る。

加えて三カ国いずれにおいても，入社後に個人
で条件交渉を行う割合も，職務が明確な管理職の
ほうが高い。職務記述書などにより労働条件が明
確になると，個人は不満を内に抱え込まずに要望
を表出しやすくなると考えられる。

しかし，離職意向だけは，日本とアメリカ，中
国で結果が異なる。アメリカや中国では職務が明
確な管理職のほうが，離職意向は低いのに対し，
日本では職務が明確な管理職のほうが，離職意向
が高い。メンバーシップ型の雇用慣行が浸透して
いる日本において，現時点でジョブ型の人事制度
が導入されている企業は，外資系企業やスキル要
件が明確な IT 企業が多く，これらの業界は人材
の流動性が高いためだろう。

対してアメリカや中国では，業種によらず好条
件での転職が可能である。そのため個人は会社へ
の忠誠心が下がり，労働条件に不満があれば転職
していく。職務内容を明確にすることがただち
に，離職意向につながらない。むしろ，職務を明
確にしている企業は職務を曖昧にしたままの企業
よりも，人材に真摯に向き合っていると考えら
れ，そのことが離職意向の抑止に寄与しているの
だろう。日本とアメリカ，中国のジョブ型雇用の
普及度の差によって，職務の明確さと離職意向の
関係は説明できる。

総じていえるのは，アメリカや中国であったと
しても，全ての管理職が詳細な職務内容を言語化
されているわけではない。しかし，職務内容が明
確な管理職は，会社への忠誠心や定着志向が高
い。また，いざとなれば本人が転職できる余地も
増える。よって，職務の明確化は，個人にとって
も企業にとってもメリットがあるのである。

Ⅷ　日本の管理職のこれから

１　日本の特徴

最後に，ここまでの分析と考察を踏まえて，日
本企業のマネジメントの現状と，ジョブ型雇用の
導入における課題についてまとめたい 18）19）。

まず，日本の管理職は現状，組織の構成員の同
質性を前提に，仕事の境界の曖昧さによって巧み
なマネジメントを行っている。職場で生じる不確
実な事態に対して（図 4- 左），管理職は役割の不
明確さで柔軟に対応する（図 3）。より具体的に
は，意思決定の先送りと裁量拡大が有効である。
リスクをぎりぎりまで見極めて（図 4-右），現場
で自律的に判断して対応する（図 5-左）。そのた
めには，現場に情報を蓄積して（図 6），質の揃っ
た人材，上司と部下の相似形で対処すれば（図 1）
判断を違えない。日本企業のマネジメントシステ
ムには合理性があったのである。

しかし，いまや，その前提が成り立たなくなっ
てきている。労働力不足を補い，イノベーション
を創出するために，女性，高齢者，外国人などの
多様な労働力の活用が期待されている。曖昧な役
割設定と，同質的な上司・部下関係のもとで時間
をかけて合意形成する働き方はもはや困難であ
る。

また，曖昧さと同質性は，管理職の経営者とし
ての意識（表 1），あるいは，高い忠誠心と離脱オ
プションを兼ね備えたプロフェッショナルとして
の意識を十分に育むことができておらず（表 2），
管理職のキャリアの停滞を招いている（表 1）。

２　ジョブ型雇用への示唆

このような現状を変革する推進力として，ジョ
ブ型雇用の導入には，一定の期待ができる。とく
に表 2 のアメリカや中国の結果からは，職務記述
書による職務の明確化は，管理職と会社の関係性
を健全化すると考えられる 20）。

しかし，同時に，職務範囲の曖昧さを前提とし
た日本企業の現場の対応力を損ね，人材の流動化
を高める可能性があることも明らかになった（表
2）。特筆すべきは，本稿で着目したほとんど全て
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の項目で，日本とアメリカの管理職の働き方は正
反対だったことである。

このことから得られるインプリケーションは 2
つある。2020 年に入り，日本を代表する名だた
る企業が相次いてジョブ型雇用の導入を表明し，
現時点ではジョブ型雇用の制度導入に大きな関心
が集まっている。具体的には職務記述書の整備
や，ジョブ型社員の選定などである。しかし，本
稿を通じて明らかになったのは，管理職を対象に
職務記述書を整備するだけでは，ジョブ型雇用の
マネジメントは移植されないということである。
それどころか，日本的雇用のマネジメントの強み
を損なう懸念もある。

つまり，ジョブ型雇用を目指すのであれば，
日々の業務指示や部下の育成も含めて，マネジメ
ントを進化させることが不可欠となる。職務記
述書の整備はジョブ型雇用のスタートであって，
ゴールではないのである。雇用制度の起点を人材
から職務に移すほどの抜本改革は，影響範囲が極
めて広範に渡るため，人材育成や評価，賃金制
度，職務記述書の運用・更新，組織設計，人事シ
ステムの仕様など，マネジメントの基盤を再点検
し，時間をかけて取り組んでいく必要があるだろ
う（中村 2020c）。

もう 1 つのインプリケーションは，人材の流動
性に関するものである。経団連がジョブ型雇用を
提唱した「2020 年版経営労働政策特別委員会報
告」では，ジョブ型雇用の導入により，中途採用
が拡大し，雇用の多様化・柔軟化が進むと記さ
れている。表 2 でみたように，アメリカや中国で
は，離脱オプションの有無は離職意向とは連動し
ない。一方で，職務の明確化は管理職の忠誠心を
高め，発言を促進する可能性が高い。

個人が離脱オプションを有していれば，企業が
強引に辞めさせるまでもなく，個人は社外で新た
なやりがいや生計手段を得ることができるように
なる。よって，企業が職務記述書を整備し，それ
をもとに個人がスキルアップに励み，専門性を高
めていくことは，個人と企業双方にとって Win-
Win な関係をもたらす。また，職務を明確にす
ることで，個人の発言が促進される可能性も確認
された。従業員の主体性の発揮は，個人が充実し

たキャリアを形成していくためだけでなく，仕事
の付加価値を高めるためにも，企業が環境変化を
乗り越えるためにも重要である 21）。

ジョブ型雇用導入の意義は，企業の枠を越えた
人材の活用や，従業員と会社の間で発展的な対話
や交渉が生まれることにあるといえる。

まとめると，ジョブ型雇用への抜本転換は，雇
用制度の整備だけでなくマネジメントの進化を伴
うものである。日本企業のこれまでの強みを捨て
て新たな強みを獲得しにいくのか，それとも強み
を維持したまま，雇用制度を変えていくのか。そ
の意思決定と，マネジメントを進化させるための
リソースの投下が，企業には強く求められる。

一方で，ジョブ型雇用は，外部労働市場を活性
化する可能性も大いにある。個人が企業にぶらさ
がるのではなく，仕事を通じて高いエンプロイア
ビリティと交渉力を獲得し，前向きに転職できる
ようになることは，結果的に，個人の雇用保障に
もつながり，大いに歓迎される。

３　おわりに

企業を取り巻く環境が複雑で不透明になればな
るほど，マネジメントの優劣が企業の競争力を左
右する。管理職が企業の未来を握っているといっ
ても過言ではない。

日本企業では，人材のダイバーシティが進み，
働き方改革と新型コロナウイルスの感染防止のた
めに一気に拡大したテレワークにより，かつてな
いほど管理職に高い負荷がかかる状況が続いてい
る。さらには，ジョブ型雇用という，雇用制度の
抜本改革まで取りざたされるようになった。

ジョブ型雇用は，組織全体の職務を分解し，職
務を分担するマネジメントである。対して，日本
企業のメンバーシップ型雇用は，雇用制度の中心
に人材に置いて，仕事（居場所）を分け合うもの
である。雇用制度のタイプにかかわらず，マネジ
メントの中心には人材がいる。日本企業の管理職
には，環境変化の荒波を乗り越えるべく，自らの
職務を問いながら，部下に居場所とやりがいを与
える良質なマネジメントが，ますます求められる
ようになるだろう 22）23）。

なお，本稿はシンプルな集計をもとに日本と他
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国の管理職の違いについて考察したものである。
より精緻な分析は今後の課題である。

 1）例えば，富士通，KDDI，三菱ケミカルで，管理職にジョ
ブ型雇用制度が導入される方向にある（日本経済新聞 2020）。

 2）日本経団連（2020）は，ジョブ型雇用として，専門業務型・
プロフェッショナル型に近い雇用区分をイメージしている。
また，日本の外部労働市場が十分に発達しておらず，労働法
をはじめとする様々な制度や慣習もジョブ型を前提としてい
ないこと，メンバーシップ型雇用のメリットもあることから，
メンバーシップ型とジョブ型の複線型の制度の構築・拡充を
提案している。

 3）具体的には，対人関係に関わる役割：看板役，リーダー役，
対外的窓口役，情報に関わる役割：情報収集役，情報拡散役，
スポークスマン，意思決定に関わる役割：起業家役，問題対
処役，資源分配役，交渉役，である。

 4）アジェンダ設定とは，長期から短期にわたる戦略の設定で
あり，ネットワークづくりは，アジェンダの遂行に協力的な
社内外のインフォーマルな人的ネットワークの形成をいう。

 5）リーダーシップは，方向性の設定，人心の統合，動機付け
という役割がある一方，マネジメントは計画と予算の策定，
組織編制と人員配置，統制と問題解決という役割を持つ。

 6）管理者行動の 3 つの上位次元と 11 の下位次元は次の通り ; 
広義の人間指向のリーダー行動 : 配慮，信頼蓄積，育成，広
義のタスク指向のリーダー行動：達成圧力，戦略的課題の提
示，緊張醸成，モデリング促進，方針伝達，対外的活動：連
動性活用，革新的試行，連動性創出。

 7）管理者行動論およびリーダーシップ論の系譜については，
古野（2020）を参照されたい。

 8）日本企業と海外企業を比較した研究として，小池・猪木編
（2002），石川他（2012），日系現地法人のマネジャーを対象と
した白木編（2014），アジア 4 カ国の上司像と働き方を調査し
たリクルートマネジメントソリューションズ（2012）などが
ある。

 9）いわゆる多文化比較研究（Cross-cultural studies）と呼ば
れ，共通の尺度で文化的要因を国際比較するものである。他
方，各国企業の固有の制度に着目する比較研究もあり，人材
マネジメントの国際比較研究（Comparative HRM）と呼ばれ
る。例えば，Varma and Budhwar（2004），Kaufman（2014）
がある。

10）国際競争を経てマネジメントシステムは収斂するという意
見がある，世界中の多様な価値観を持った人々が協働するた
めには，メタレベルでの結びつきが必要であり，シンプルか
つフェアなマネジメントこそが強みを発揮する。その一方で，
収斂しない，という意見もある。言語や地理的条件，歴史な
どの初期条件の違いこそが強みの源泉であり，そこに積極的
に立脚してはじめて，特化と補完の戦略的な関係が成立する
という考え方である（Kaufman 2014）。

11）調査対象国は，日本，アメリカ，中国，タイ，インドであ
る。詳細は，リクルートワークス研究所（2015a, 2015b）を参
照されたい。

12）なお，調査では，工場長・支店長が含まれているが，部下
数をはじめとする組織構造が異なるため，本稿の分析対象か
ら除外している。

13）調査対象国は，日本，アメリカ，中国，フランス，デン
マークである。詳細は，リクルートワークス研究所（2020a, 
2015b）を参照されたい。

14）部下の人数は，企業規模に左右されるため，ここでは 5000
人以上の企業に限定している。

15）管理職行動や組織特性を計測する尺度は，国を問わず共通
で等価性があると仮定して，すべての国のデータをプールし
て，5 段階の回答（全くその通りである =5 ～全くそうではな
い＝1）に対する主成分分析を行った。

16）間（1996）は，職務権限の曖昧さは，能力とやる気のある
者が次々と仕事を作り出す一方，そうでない者は企業にぶら
下がることを許し，ぬるま湯的な職場環境を生み出したと指
摘して，これを「職場中心の職務遂行体制」と呼んでいる。

17）エンゲイジメント「仕事にのめりこんでいる」，コミットメ
ント「会社の経営理念に共感している」，アイデンティフィケ
ーション「会社で起こる問題は自分の問題のように感じる」
に対して，「あてはまらない＝1」～「あてはまる＝5」の 5 段
階からなる回答を足し合わせて，変数を作成した。

18）アメリカは，従業員の多様性が前提である。それゆえ，上
下関係ではなく，ポジションによる分業，昇進ではなく空き
ポストへの応募・任用が可能になる。多様性の取り込みは，
コミュニケーション効率の低下をもたらす。そこで，誰にで
もわかるシンプルでフェアなルールを設けて（Ⅴ-3），コミュ
ニケーション効率の向上を図る。従業員はそれぞれ違うので，
個々の能力に応じて，個別性の高い，部下マネジメントに徹
する（図 2）。これが組織業績を高める源泉となる。

19）中国のマネジメントの前提は，人を動かすことの難しさに
あった，中国では，管理職も部下も残業が少なく（図 3），無
理をしない。部下の積極性を期待できず，部下に具体的なや
り方を指示せざるを得ない（図 5-左）。しかし，理詰めでは，
部下の面子が立たない。いったん親密になれば，情に厚い，
人脈重視の人たちである。管理職には，部下それぞれの気持
ちに入り込めるような高い人徳が求められる（Ⅴ-3）。人を動
かすには，心を動かすことが肝要といえる。

20）不確実性の高い現代においては，起こりうる事象のすべて
を職務記述書に書き込むことは困難である。職務記述書は，
雇用契約の責任範囲の根拠となるが，あくまでも概括的なも
のであり，現実には，上司と雇用者の合意の下で，職務内容
が柔軟に変更することもある。海外でも，職務内容の変化に
対応しつつ，職務記述書を変更しないで済ませるために，幅
のある賃金率を認めた職務等級制度（ブロードバンディング）
も導入されるようになってきている。

21）中村（2020b）は「五カ国リレーション調査」の分析から，
労働者の発言により労働生産性が高まる可能性があり，ジョ
ブ型雇用には労働生産性を高めるメカニズムが内在している
ことを指摘している。

22）中村（2020c）は，雇用制度の起点を人材に置きつつ，職
務・役割を明確にし，その役割に基づいた賃金制度や評価基
準を設けるロール型雇用（役割型雇用）を提唱している。

23）リクルートワークス研究所（2020b）によれば，他者とのつ
ながりが持つ 2 つの性質として，ベース性（ありのままでい
ることができ，困ったときに頼ることができる安全基地とし
ての性質）とクエスト性（ともに実現したい共通の目標があ
る，目的共有の仲間としての性質）を挙げている。
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